
 

 

議案第１５０号 

さいたま市衛生関係事務手数料条例及びさいたま市指定介護療養型医療施設の 

人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市衛生関係事務手数料条例及びさいたま市指定介護療養型医療施設の人員、

設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

平成２６年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市衛生関係事務手数料条例及びさいたま市指定介護療養型医療施設の 

人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 

 （さいたま市衛生関係事務手数料条例の一部改正） 

第１条 さいたま市衛生関係事務手数料条例（平成１３年さいたま市条例第３１２号 

）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を 

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

事務の種類 手数料の額 

１～２４ ［略］  

２５ 医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律

（昭和３５年法律第１４

５号。以下「医薬品医療

機器等法」という。）第

４条第１項の規定による

薬局の開設の許可の申請

に対する審査 

 ［略］ 

２６ 医薬品医療機器等法

第４条第４項の規定によ

る薬局の開設の許可の更

新の申請に対する審査 

 

事務の種類 手数料の額 

１～２４ ［略］  

２５ 薬事法（昭和３５年

法律第１４５号）第４条

第１項の規定による薬局

の開設の許可の申請に対

する審査 

 

 

 

 

 ［略］ 

２６ 薬事法第４条第４項

の規定による薬局の開設

の許可の更新の申請に対

する審査 

 



 

 

２７ 医薬品医療機器等法

第１２条第１項の規定に

よる薬局製造販売医薬品

に係る製造販売業の許可

の申請に対する審査 

 

２８ 医薬品医療機器等法

第１２条第２項の規定に

よる薬局製造販売医薬品

に係る製造販売業の許可

の更新の申請に対する審

査 

 

２９ 医薬品医療機器等法

第１３条第１項の規定に

よる薬局製造販売医薬品

に係る製造業の許可の申

請に対する審査 

 

３０ 医薬品医療機器等法

第１３条第３項の規定に

よる薬局製造販売医薬品

に係る製造業の許可の更

新の申請に対する審査 

 

３１ 医薬品医療機器等法

第１４条第１項の規定に

よる薬局製造販売医薬品

の製造販売の承認の申請

に対する審査 

 

３２ 医薬品医療機器等法

第１４条第９項の規定に

よる薬局製造販売医薬品

の製造販売の承認事項の

一部変更の承認の申請に

対する審査 

 

３３ 医薬品医療機器等法

第２４条第１項の規定に

よる医薬品の販売業の許

可の申請に対する審査 

 

３４ 医薬品医療機器等法

第２４条第２項の規定に

よる医薬品の販売業の許

可の更新の申請に対する

審査 

 

３５ 医薬品医療機器等法

第３９条第１項の規定に

よる高度管理医療機器等

の販売業又は貸与業の許

可の申請に対する審査 

 

３６ 医薬品医療機器等法

第３９条第４項の規定に 

 ［略］ 

２７ 薬事法第１２条第１

項の規定による薬局製造

販売医薬品に係る製造販

売業の許可の申請に対す

る審査 

 

２８ 薬事法第１２条第２

項の規定による薬局製造

販売医薬品に係る製造販

売業の許可の更新の申請

に対する審査 

 

 

２９ 薬事法第１３条第１

項の規定による薬局製造

販売医薬品に係る製造業

の許可の申請に対する審

査 

 

３０ 薬事法第１３条第３

項の規定による薬局製造

販売医薬品に係る製造業

の許可の更新の申請に対

する審査 

 

３１ 薬事法第１４条第１

項の規定による薬局製造

販売医薬品の製造販売の

承認の申請に対する審査 

 

 

３２ 薬事法第１４条第９

項の規定による薬局製造

販売医薬品の製造販売の

承認事項の一部変更の承

認の申請に対する審査 

 

 

３３ 薬事法第２４条第１

項の規定による医薬品の

販売業の許可の申請に対

する審査 

 

３４ 薬事法第２４条第２

項の規定による医薬品の

販売業の許可の更新の申

請に対する審査 

 

 

３５ 薬事法第３９条第１

項の規定による高度管理

医療機器等の販売業又は

賃貸業の許可の申請に対

する審査 

 

３６ 薬事法第３９条第４

項の規定による高度管理 

 ［略］ 



 

 

よる高度管理医療機器等 

の販売業又は貸与業の許 

可の更新の申請に対する 

審査 

 

３７ 医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律 

施行令（昭和３６年政令 

第１１号。以下「医薬品 

医療機器等法施行令」と 

いう。）第１条の５第１ 

項の規定による薬局開設 

の許可証の書換え交付 

１件につき ２，

６００円 

３８ 医薬品医療機器等法

施行令第１条の６第１項

の規定による薬局開設の

許可証の再交付 

１件につき ３，

７００円 

３９ 医薬品医療機器等法

施行令第５条第１項の規

定による薬局製造販売医

薬品の製造販売業の許可

証の書換え交付 

 

 ［略］ 

４０ 医薬品医療機器等法

施行令第６条第１項の規

定による薬局製造販売医

薬品の製造販売業の許可

証の再交付 

 

４１ 医薬品医療機器等法

施行令第１２条第１項の

規定による薬局製造販売

医薬品の製造業の許可証

の書換え交付 

 

４２ 医薬品医療機器等法

施行令第１３条第１項の

規定による薬局製造販売

医薬品の製造業の許可証

の再交付 

 

４３ 医薬品医療機器等法

施行令第４５条第１項の

規定による医薬品の販売

業の許可証又は高度管理

医療機器等の販売業若し

くは貸与業の許可証の書

換え交付 

 

４４ 医薬品医療機器等法

施行令第４６条第１項の

規定による医薬品の販売 

 

医療機器等の販売業又は 

賃貸業の許可の更新の申 

請に対する審査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３７ 薬事法施行令（昭和

３６年政令第１１号）第

５条第１項の規定による

薬局製造販売医薬品の製

造販売業の許可証の書換

え交付 

 ［略］ 

３８ 薬事法施行令第６条

第１項の規定による薬局

製造販売医薬品の製造販

売業の許可証の再交付 

 

 

３９ 薬事法施行令第１２

条第１項の規定による薬

局製造販売医薬品の製造

業の許可証の書換え交付 

 

 

４０ 薬事法施行令第１３

条第１項の規定による薬

局製造販売医薬品の製造

業の許可証の再交付 

 

 

４１ 薬事法施行令第４５

条第１項の規定による薬

局開設の許可証、医薬品

の販売業の許可証又は高

度管理医療機器等の販売

業若しくは賃貸業の許可

証の書換え交付 

 

４２ 薬事法施行令第４６

条第１項の規定による薬

局開設の許可証、医薬品 

 



 

 

業の許可証又は高度管理 

医療機器等の販売業若し 

くは貸与業の許可証の再 

交付 

 

４５ ［略］  

４６ ［略］  

４７ ［略］  

４８ ［略］  

４９ ［略］  

５０ ［略］  

５１ ［略］  

５２ ［略］  

５３ ［略］  

５４ ［略］  

５５ ［略］  
 

の販売業の許可証又は高 

度管理医療機器等の販売 

業若しくは賃貸業の許可 

証の再交付 

 

４３ ［略］  

４４ ［略］  

４５ ［略］  

４６ ［略］  

４７ ［略］  

４８ ［略］  

４９ ［略］  

５０ ［略］  

５１ ［略］  

５２ ［略］  

５３ ［略］  
 

  

 （さいたま市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例の 

一部改正） 

第２条 さいたま市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する条

例（平成２４年さいたま市条例第７２号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を 

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（診療の方針） （診療の方針） 

第１８条 医師の診療の方針は、次に掲げるところ

によるほか、省令第１６条に規定する厚生労働大

臣が定める基準によらなければならない。 

第１８条 医師の診療の方針は、次に掲げるところ

によるほか、省令第１６条に規定する厚生労働大

臣が定める基準によらなければならない。 

⑴～⑸ ［略］ ⑴～⑸ ［略］ 

⑹ 省令第１６条第６号に規定する厚生労働大臣

が定める医薬品以外の医薬品を入院患者に施用

し、又は処方してはならないこと。ただし、医

薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５

号）第２条第１７項に規定する治験に係る診療

において、当該治験の対象とされる薬物を使用

⑹ 省令第１６条第６号に規定する厚生労働大臣

が定める医薬品以外の医薬品を入院患者に施用

し、又は処方してはならないこと。ただし、薬

事法（昭和３５年法律第１４５号）第２条第１

６項に規定する治験に係る診療において、当該

治験の対象とされる薬物を使用する場合におい

ては、この限りでない。 



 

 

する場合においては、この限りでない。 

⑺ ［略］ ⑺ ［略］ 

  

附 則 

この条例は、平成２６年１１月２５日から施行する。 


